
舟渡居宅介護支援事業所重要事項説明書 

 

            

１ 事業所の概要 

（１） 事業所の種類     指定居宅介護支援事業所 

（２） 事業所の名称     舟渡居宅介護支援事業所 （東京都指定 第１３７１９００１３３ 号） 

（３） 事業所の所在地    〒１７４－００４１  東京都板橋区舟渡３－４－８ 

（４） 連絡先         TEL ０３－３９６９－３１０５  ＦＡＸ ０３－３９６９－３１５５ 

                 Mail f-kyotaku@fujikenikukai.or.jp 

（５） 管理者         滝本 淳 

 

２ 事業の目的          

ここでは居宅介護支援（ケアマジメント）を行います。 

要介護状態の方にご利用いただけます。       

    

居宅介護支援（ケアマネジメント）の内容 

・ 居宅サービスの選択に必要な情報をご本人やご家族に提供します。  

・ ご本人やご家族が抱える介護についての課題を分析し、希望、相談に対応します。 

・ 状況や状態に最適なケアプランをご提案、相談の上作成いたします。 

・ サービス実施状況の継続的な把握と必要に応じたケアプランの変更を行います。  

         

３ 運営方針          

（１） ご本人の心身状況、その置かれている環境等に応じて、ご本人が可能な限り居宅においてご本人の能

力に応じ、自立した日常生活を送れるようにご本人の立場に立って援助します。 

（２） サービスの実施にあたっては、ご本人の意思、及び人格を尊重し、ご本人の選択に基づき、適切な保健

医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業所から、総合かつ効率的に提供されるよう中立公平な立場

でサービスを調整します。        

（３） サービスの実施にあたっては、関係市区町村、地域包括支援センター、地域の保健医療、福祉サービス

との綿密な連携を図り、総合的なサービスに努めます。     

           

４ 職員の体制    

  当事業所では、指定居宅介護支援サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

   （主な職員の配置状況）  ＊職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 常勤 非常勤 職務の内容 

管理者（主任介

護支援専門員） 
１  

事業所の従事者の管理と兼務を行

います。 

介護支援専門員 6（管理者含む）  居宅支援の提供を行います。 

事務職員 1  
介護給付費等の請求事務及び通

信連絡事務等を行います 



５ サービスの提供方法とその流れ 

            

要介護認定の 

決定通知 

       ▼ 

介護サービス計画の 

作成依頼 

▼                                   

介護支援専門員が 

ご自宅へ訪問 

       ▼ 

重要事項及び 

契約書について説明 

       ▼ 

利用者の同意 

       ▼ 

契約書の締結 

       ▼ 

状態の把握（アセスメント） 

  ▼  

計画原案の作成 

（サービスの選定） 

 ご本人やご家族の希望に沿って具体的に目標やサービス

を盛り込んだ計画をお作りし、ご提案していきます。 

       ▼ 

サービス担当者との 

連絡・調整 

 居宅介護サービス事業者に関する情報をご提供します。 

       ▼ 

                       

サービス担当者会議 

 

 医療・介護の専門的な意見を取り入れるために、ご本人・ご

家族と担当者で話し合いを行います。 

（初回プラン作成時・認定更新・変更時等） 

       ▼ 

 

利用者の同意 

 

 ご本人とご家族が計画原案を確認・了承。 その上で、介護

支援サービス計画が作成、提出され、サービスを受けること

ができます。 

       ▼ 

サービスの利用開始 

       ▼  

介護保険サービスの実施状況の把握（モニタリング） 

 

 

・ご本人やご家族と面談し、それぞれのご希望

や現状の問題点をよく話し合い、 

解決すべき課題を分析します。 



６ 居宅介護支援サービスの内容 

（１） 居宅サービス計画の作成 

       

（２） 居宅サービス事業者との連絡調整 

 

（３） サービス担当者会議の開催 

    ケアプランの新規作成時、要介護更新認定、要介護区分の変更認定時にはサービス担当者の会議を 

開催し、主治医やサービス担当者の意見を取り入れながらプランを作成します。 

 

（４） 利用者状況およびサービス実施状況の把握・評価 

利用者の状況を把握するため要介護認定有効期間中、少なくともひと月に１回は利用者の居宅に訪問し、

面談（モニタリング）を行います。 また、以下の要件を全て満たしたうえで、テレビ電話装置その他の 

情報通信機器を活用した面談を行う場合があります。なお、健康状態や住環境等については、 

画面越しでは確認が難しいことから、サービス事業所の担当者から情報提供を受けます。 

・ 利用者の状態が安定していること。 

・ 実施にあたっては主治医及びサービス事業者等の合意を得ること。 

・ ふた月に 1回は利用者の居宅を訪問して面接を行うこと。 

 

（５） 給付管理 

 

（６） 要介護認定に関する協力・援助 

 

（７） 医療機関との連携及び連絡 

・ ご利用者の疾患や心身状況、生活状況など必要に応じ利用者の主治の医師及び関係医療機関と 

連絡を取ります。 

・ ご利用者が医療系サービスの利用を希望している場合等は、ご利用者の同意を得て、主治の医師等に 

対し意見を求めます。また、意見を求めた主治の医師等に対し、居宅サービス計画書を交付します。 

※交付方法については対面のほか、郵送やメール等とし、退院時においては主治の医師に限らず 

入院中の医師も含めた連携をすることでスムーズな退院支援につなげます。 

・ 病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当介護支援専門員の氏名及び連絡先を 

当該病院又は診療所にお伝えください。 

・ 訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタリング等の際に 

介護支援専門員自身が把握した利用者の状態等について、主治の医師や歯科医師、薬剤師等に 

必要な情報伝達を行います。 

 

（８） 相談業務 

 

 

 



（９） 居宅介護支援の業務範囲外の内容 

   介護支援専門員は、ケアプランの作成やサービスの調整等を行いますが、下記に示す内容は業務範囲外 

となります。これらのご要望に対しては、必要に応じて他の専門職等を紹介いたします。 

・ 救急車への同乗 

・ 入退院時の手続きや生活用品調達等の支援 

・ 家事の代行業務 

・ 直接の身体介護 

・ 金銭管理 

 

７ サービスの終了および留意事項 

（１） ご利用者のご都合でサービスを終了する場合文書（様式１）でお申し出下さればいつでも解約できます。 

選任された介護支援専門員の交代を希望する場合には、業務不適当と認められる事情、その他希望する

理由を明らかにして申し出ることができます。なお、事業所の都合により介護支援専門員を交代することもご

ざいますが、ご契約者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

 

（２） 事業所の都合でサービスを終了する場合人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させ

ていただく場合がございます。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知するとともに、地域の他の居宅

介護支援事業者をご紹介いたします。        

 

（３） 自動終了           

  以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。    

・ ご利用者が介護保険施設等に入所した場合       

・ ご利用者の要介護認定区分が、非該当・自立・要支援１・２と認定された場合    

・ ご利用者がお亡くなりになった場合 

 

（４） その他           

ご利用者やご家族などが事業所や事業所の介護支援専門員に対して本契約を継続し難いほどの背信行為

を行った場合は、文書で通知することにより、即座にサービスを終了させていただく場合がございます。  

・ 暴力又は乱暴な言動、無理な要求  

・ 物を投げつける ・刃物を向ける、服を引きちぎる、手を払いのける  

・ 怒鳴る、奇声、大声を発する 、業務範囲外のサービスの強要  

・ 介護従事者の体を触る、手を握る  

・ 腕を引っ張り抱きしめる  

・ 性的な話し卑猥な言動をするなど  

・ 不当な内容や長時間または複数回の電話によって業務に支障を生じたとき 

・ その他 ・介護従事者の自宅の住所や電話番号を聞く 、ストーカー行為など 

 

 

 



８ 利用料金      

（１） 利用料           

 要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので、自己負担はありません。  

介護保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合、１ヶ月につき決められた金額

（契約書別紙・料金表を参照）をいただき、事業者からサービス提供証明書を発行いたします。 

このサービス提供証明書を後日、区の窓口に提出しますと、全額払戻を受けられます。   

基本          

   居宅介護支援費（Ⅰⅰ）        

   利用者件数 ４５件未満 

要介護１・２ １２,３８０円 

要介護３～５ １６,０８５円 

居宅介護支援費（Ⅰⅱ）        

利用者件数 ４５件以上６０件未満 （＊４５件以上６０件未満の部分のみ適用）  

要介護１・２ ６,２０１円 

要介護３～５ ８,０２５円 

居宅介護支援費（Ⅰⅲ）        

    利用者件数 ６０件以上 （＊６０件以上の部分のみ適用）  

要介護１・２ ３,７１６円 

要介護３～５ ４,８１０円 

  居宅介護支援費（Ⅱⅰ） ケアプランデータ連携システム導入および事務職員配置      

利用者件数 50件未満  

要介護１・２ １２,３８０円 

要介護３～５ １６,０８５円 

  居宅介護支援費（Ⅱⅱ）              

利用者件数 ５０件以上６０件未満 （＊５０件以上６０件未満の部分のみ適用）  

要介護１・２ ６,００７円 

要介護３～５ 7,７８６円 

居宅介護支援費（Ⅱⅲ）        

    利用者件数 ６０件以上 （＊６０件以上の部分のみ適用）  

要介護１・２ ３,６０２円 

要介護３～５ ４,６７４円 

 ※同一建物内  所定単位数の 95％ 

※指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一の敷地内、隣接する敷地内の建物又は指定居

宅介護支援事業所と同一の建物に居住する利用者・指定居宅介護支援事業所における１月当

たりの利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物（上記を除く。）に居住する利用者。 

※業務継続計画未実施  所定単位数の 97％ 

・ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定していない場合  

・ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講じていない場合 



加算 

  初回加算            

初回に居宅サービス計画を策定した場合及び要介護状

態の区分の２段階以上の変更認定を受けた場合 
３,４２０円 

 

    特定事業所加算（Ⅰ） 

下記の条件を満たしている場合 ５,９１６円 

① 専ら指定居宅介護の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を２名以上配置していること。 

※利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない場合は、当該指定居宅介護支

援事業所の他の職務と兼務をし、又は同一敷地内にある他の事業所の職務と兼務をしても

差し支えない。 

②常勤かつ専従の介護支援専門員を３名以上配置されていること。 

  ※利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない場合は、当該指定居宅介護支援

事業所の他の職務と兼務をし、又は同一敷地内にある指定介護予防支援事業所の職務と

兼務をしても差し支えない。 

③利用者に関する情報又はサービス提供にあたっての留意事項に係る伝達等を目的とした 

会議を定期的に開催すること。 

④２４時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保して

いること。 

⑤算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護３～５である者の割合 

が４割以上であること。 

⑥介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。 

⑦地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、居宅介護支援

を提供していること。 

⑧家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、生活困窮者、難病患者等、高

齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加しているこ

と。 

⑨居宅介護支援費に係わる特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。                

⑩指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当該指定

居宅介護支 援事業所の介護支援専門員１人当たり 45名未満（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定

している場合は 50名未満）であること 。 

⑪介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に 

協力または協力体制を確保していること。 

⑫また他法人が運営する居宅介護支援事業所との共同の事例検討会・研究会等に参加してい

ること。 

⑬必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービス）が包

括的に提供されるような居宅サービス計画を作成していること。 

 

 



特定事業所加算（Ⅱ） 

特定事業所（Ⅰ）の②、③、④、⑥、⑦、⑧、⑨、⑩及び⑪

を満たすこと、常勤かつ専従主任介護支援専門員を配置

している。 

４,７９９円 

 

特定事業所加算（Ⅲ） 

特定事業所（Ⅰ）の③、④、⑥、⑦、⑧、⑨、⑩及び⑪を満

たすこと、主任介護支援専門員を配置していること。並び

に常勤かつ専従の介護支援専門員を２名以上配置してい

ること 

３,６８２円 

 

          特定事業所加算（A）  

特定事業所（Ⅰ）の①については、常勤かつ専従の主任

介護支援専門員を 1 名以上配置、②については、常勤か

つ専従、非常勤の介護支援専門員を 1名以上配置してい

ること。④、⑥、⑪、⑫については、他事業所等との連携で

も構わない。 

１,２９９円 

 

入院時情報連携加算        

     入院時情報連携加算（Ⅰ）  

利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに、

当該病院 又は診療所の職員に対して当該利用者

に係る必要な情報を提 供していること。 ※ 入院日

以前の情報提供を含む。 ※ 営業時間終了後又は

営業日以外の日に入院した場合は、入院日の 翌

日を含む。 

２,８５０円 

 

 

 

入院時情報連携加算（Ⅱ）        

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々

日に、 当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者

に係る必要な 情報を提供していること。 ※ 営業時間終

了後に入院した場合であって、入院日から起算して３ 日

目が営業日でない場合は、その翌日を含む。 

２,２８０円 

                                                        

退院・退所加算         

入所期間中に退院又は退所に当たって、病院等の職員と

面談を行い、利用者に関する必要な情報を得た上でケア

プランを作成し、居宅サービス等の利用に関する調整を

行った場合。ただし、「連携３回を算定できるのは、そのう

カンファレンス参加（無） 

１回 ５,１３０円 

２回 ６,８４０円 

 



ち１回以上について、入院中の担当医等の会議（退院時

カンファレンス等）に参加して、退院退所後の在宅での療

養上必要な説明を行った上でケアプランを作成し、居宅

サービス等の利用に関する調整を行った場合に限る。 

カンファレンス参加（有） 

１回 ６,８４０円 

２回 ８,５５０円 

 ３回 １０,２６０円 

 

※居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等にケアマネジ

メント業務を行ったものの、医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復

の見込みがないと診断した利用者については、サービス利用に至らなかった場合に、

モニタリング等の必要なケアマネジメント業務や給付管理のための準備が行われ、介

護保険サービスが提供されたものと同等に取り扱うことが適当と認められるケースにつ

いて、居宅介護支援の基本報酬の算定を行う。  

 

特定事業所医療介護連携加算      

特定事業所加算のⅠ、Ⅱ、Ⅲのいずれかを算定している

こと。退院・退所加算を算定し、その医療機関等連携日数

が 35日以上（年間）であること。 

前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミ

ナルケアマネジメント加算を 15回以上算定 していること。 

１,４２５円 

      

 

         通院時情報連携加算  

利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の

診察を受けるときに介護支援専門員が同席し、医師又は

歯 科医師等に対して当該利用者の心身の状況や生活

環境等の当該利用者に係る必要な情報の提供を行うとと

もに、医 師又は歯科医師等から当該利用者に関する必

要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録

した場合は、利用者１人につき１月に１回を限度として所

定単位数を加算する。 

５７０円 

    

      緊急時等居宅カンファレンス加算  

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の医

師又は看護師等と共に利用者の居宅を訪問し、カンファ

レンスを行い、必要に応じて利用者に必要な居宅サービ

ス等の利用調整を行った場合 

２,２８０円 

 

 

 

 



ターミナルケアマネジメント加算    

末期の悪性腫瘍であって、在宅で死亡した利用者に対

し、以下の対応を行う場合 

① ２４時間連絡がとれる体制を確保し、かつ、必要に応

じて居宅介護支援を行うことが出来る体制を整備して

いる。 

② 利用者またはその家族の同意を得た上で、死亡日及

び死亡日前１４日以内２日以上在宅を訪問し、主治

の医師等の助言を得つつ、利用者の状態やサービス

の変更の必要性の把握、利用者への支援を行う。 

③ 訪問により把握した利用者の心身の状況等の情報を

記録し、主治の医師等及びケアプランに位置付けた

居宅サービス事業者へ提供を行う。 

④ 在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療や 

ケアの方針に関する当該利用者又はその家族の意

向を把握した上で、その死亡日及び死亡日前 14 日

以内に２日以上、当該利用者又はその家族の同意を

得て、当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者の心

身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス

計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した

場合。 

４,５６０円 

 

減算         

特定事業所集中減算         

過去６か月間において、正当な理由なく特定の事

業所の割合が８０％以上だった場合 
▲２,２８０円 

 

運営基準減算  

① アセスメント実施および記録がない場合。 

（要介護更新認定、要介護区分の変更認定時、サービス変更時） 

② サービス担当者会議の開催を行なっていない場合。     

（ケアプランの新規作成、要介護更新認定、要介護区分の変更認定時、サービス変更時） 

③ 居宅サービス計画書の同意を得て、ご利用者及び担当者に交付していない場合。  

④ 月に一度、ご利用者宅を訪問し、ご利用者に面接を行なっていない場合。  

⑤  モニタリングの記録を１ヶ月以上、行なっていない場合。    

①～⑤に該当した場合 
基本単位数の５０％を算定 

①～⑤が２ヶ月以上継続している場合 
基本単位数は算定しない 



（２） 交通費           

・ ご利用者の自宅が、事業所から通常の実施地域を超えた場合は、２ｋｍ毎に５００円、介護支援専門員が

おたずねするための交通費の実費が必要です。       

・ その他居宅サービス計画の作成に関して生じた費用については、実費を請求いたします。 

           

（３） 解約料  

ご利用者のご都合により解約した場合、下記の料金をいただきます。     

   契約後、居宅サービス計画の作成段階途中で解約した場合 

 

要介護１・２ 居宅支援費の１/２  ６,１９０円 

要介護３～５ 居宅支援費の１/２  ８,０４２円 

※一円未満は切り捨て  

・ 但し、契約締結から７日以内の解約申し出については、解約料は頂きません。   

・ 解約の際は文章（様式１）での申し出が必要です。      

・ 上記以外は、一切料金はかかりません。       

 

（４） その他           

支払方法           

・ 料金が発生する場合、月ごとの精算とし、毎月、１０日までに前月分の請求をいたしますので、請求後 

１０日以内にお支払いください。お支払いいただきますと、領収証を発行します。   

・ お支払方法は、現金集金とさせていただきます。      

           

９ 個人情報使用について 

事業者は、サービス提供を行うにおいて知り得た個人情報に関して、下記の目的、使用条件の範囲に 

おいて使用します。 

 

（１） 使用する目的  

当該事業所の管理運営業務・会計経理業務・ケアマネジメント業務・事故緊急時等の報告・地域 包括支

援センター、在宅介護支援センター、各医療機関、他ケアマネジャー、サービス提供事業所との連携・サ

ービス担当者会議・照会の依頼・国保連への請求業務・損害賠償等の保険会社への 連絡・行政への報

告連携・相談業務の維持改善・事業所で行われる職員会議（事例検討、情報共有、学会発表等）・事業

所等で行われる学生等の実習への協力等 

（２） 使用する期間 
介護保険法、居宅介護支援契約書の契約期限に同じ。ただし同契約が変更・更新された場合はこれに準

ずる。 

 

（３） 使用条件  

１． 個人情報の使用は最小限とし、使用にあたっては関係者以外のものに漏れることのないように細心の

注意を払うこと。 

２． 個人情報を使用した際には、その日時、場所、開示した対象者、その内容、その目的を記録する。 

３． 私が個人情報の開示を求めた際には、遅滞なく開示すること。 

 

(４)    例外規程  

上記各項に関わらず本人の生命、心身に危機が直面している場合にはこの限りではない。 



１０ 事故処理 

（１） 当事業所は利用者に事故が発生した場合には、速やかに区市町村、利用者の家族等に連絡を 

行うとともに、必要な措置を講じます。 

   (2) 事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。 

   (3) 事業所は、利用者に賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

１１ 虐待防止に関する事項 

   当事業者は利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な 措置を講じます。  

（1）虐待防止に関する担当者を配置します。 

（2）成年後見制度の利用を支援します。 

（3）利用者及びその家族等からの苦情処理体制を整備しています。  

（4）虐待防止対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果を従業者に周知します。  

（5）虐待防止のための指針を整備します。 

（6）虐待防止を啓発･普及するための研修を従業者に対して定期的に実施しています。  

（7）サービス提供中に従業者や利用者の家族等による虐待を受けたと思われる利用者を 

発見した場合は、速やかに管轄の地域包括支援センターに通報します。 

 

１２ 身体的拘束の禁止について 

利用者又は他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束を 

行いません。法人規定『身体拘束等排除の理念および方針』に基づき、利用者の人権を尊重し、 

常に利用者の立場に立ったサービスを提供するよう努めます。利用者の生命または身体を保護するため 

緊急やむを得ない場合については、身体拘束を行った対応、時間、理由を記録します。 

 

１３ 業務継続に向けた取り組み 

   感染症や自然災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して居宅介護支援の提供を 

受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該計画に沿った研修及び訓練を実施します。 

  

１４ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

   （1） 感染対策委員会を開催します。 

   （2） 感染症及びまん延防止のための指針を整備します。 

   （3） 感染症及びまん延防止のための研修及び訓練を実施します。 

   （4） 専任担当者を配置します。 

 

１５ 公正中立なケアマネジメントの確保 

（1） 利用者は、ケアプランに位置付ける介護サービス事業所等について、複数の事業所の紹介や、その選

定理由について事業者に求めることができます。 

（2） 事業所が前 6 ヶ月の間に作成したケアプランにおける「訪問介護」「通所介護」「地域密着型通所介護」

「福祉用具貸与」の利用割合等の説明を受けることができます。 

 



１６  ハラスメント対策  

（1）事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを 目指します。  

（2）禁止行為 

 ①職員に対する身体的暴力（身体的な力を使って危害を及ぼす行為）  

②職員に対する精神的暴力（人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為） 

③職員に対するセクシュアルハラスメント（意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の 要求等） 

 

１７ 営業日と営業時間 

（１） 営業日    月曜日～土曜日（日曜日は休業させていただきます） 

（２） 営業時間  月曜日～土曜日・祝日  午前８：４５～午後 5：３０ 

・ 日曜日・１２/３０～１/３は休業いたします。 

・ 営業日・営業時間以外の時間は携帯電話に転送され２４時間対応しています。 

１８ 通常の事業の実施地域 

・ 板橋区 （舟渡、新河岸、高島平、蓮根、東坂下、坂下、三園・成増）、北区（浮間） 

 

１９ 苦情の受付 

苦情やご希望に迅速適切に対応いたします。 ご不明な点もお気軽にお問い合わせください。 

（１） ご利用者から苦情および相談があった場合、ご利用者の状況を詳細に把握するために必要に応じて 

状況の聞き取りのための訪問を実施し、事情の確認を行います。  

（２） 特にサービス提供事業者に関する苦情である場合には、ご利用者の立場を考慮しながら、 事業所の 

責任者に対して慎重に事実関係の特定をおこないます。 

（３） 把握した状況を検討し対応方法を決定します。 

 （４） 対応内容に基づき、必要に応じて関係者への連絡調整を行うとともに、ご利用者へは対応方法を 

含めた結果の報告を行います。 

事業所の窓口 

    舟渡居宅介護支援事業所    管理者   滝本 淳 

    〒１７４－００４１     東京都板橋区舟渡３－４－８ 

    電話  ０３－３９６９－３１０５     ＦＡＸ ０３－３９６９－３１５５ 

行政機関その他の苦情受付機関 

板橋区 介護保険苦情相談室 

（健康生きがい部 介護保険課） 

 

〒１７３－８５０１ 東京都板橋区板橋２－６６－１ 

板橋区役所 北館２階 

電話  ０３－３５７９－２０７９ 

受付時間  ９：００～１７：００ （土日曜・祝日・年末年始を除く） 

東京都国民健康保健団体連合会・苦情相談窓口 

東京区政会館１１階 

〒１７４－００７２  東京都千代田区飯田橋３－５－１ 

電話  ０３－６２３８－０１７７ （直通） 

受付時間  ９：００～１７：００ （土・日 祝日を除く） 

北区 健康福祉部介護保険給付調整係 

〒１１４－００２２ 東京都北区王子本町 1-15-22 

          北区役所第一庁舎１階１３番 

電話 ０３－３９０８－１２８６ 



２０ 当法人の概要         

            

名称・法人種別     社会福祉法人 不二健育会  

代表者役職・氏名    理事長    竹川 節男 

所在地・電話番号    東京都板橋区舟渡３丁目４番８号 

     ０３－３９６９－３１０１    

定款に定めた事業           

特別養護老人ホーム        

老人居宅介護等事業 

老人デイサービスセンター 

老人短期入所事業              

認知症対応型共同生活援助事業     

障害福祉サービス事業 

居宅介護支援事業 

地域包括支援センター 

 

      年     月     日 

 

居宅介護支援の提供開始にあたり、重要事項説明書に基づいて重要な事項を説明しました。  

          

事業者       

所在地 東京都板橋区舟渡３－４－８   

事業者名   舟渡居宅介護支援事業所 

      

                     代表者      竹川  節男          

           

                説明者     氏名                   

 

 私は、事業者から重要事項説明書の説明を受け、了承・同意し交付されたことを証明致します。 

 

利用者        

          氏名                           

（署名代行者） 

   利用者は署名が困難である為、私が利用者の意志を確認して署名を代行致しました。 

 

           

                    ご家族・代理人 

氏名                           

（利用者との関係                   ） 



 

 

 

 

 

 

 

舟渡居宅介護支援事業所 重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 不二健育会 

舟渡居宅介護支援事業所 
R6.4.1 


